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保障措置分析化学研究グループ

本講演内容には原子力規制庁から委託を受けて実施した「保障措置環境分析調査」の成果の一部が含まれる。

保障措置分析化学研究グループ紹介
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保障措置分析化学研究グループの立ち位置
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保障措置環境試料分析とは

綿製の布(10 cm角)

原子力施設内の壁、床などを拭き取り、
布に付着した極微量のウラン(U)、プルトニウム(Pu)の同位体比を分析

拭き取り試料に含まれる極微量の核燃料物質は
施設内で取り扱われている同位体比を反映
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分析手法について-化学分析と粒子分析-

ICP-MS

化学分析法

拭き取り試料

10 mm

SIMS分析法

TIMS

1µm

査察官による
保障措置環境試料の採取

FT-TIMS分析法

粒子分析法

ウラン粒子を対象ウラン、プルトニウム粒子を対象 試料全体に含まれる
ウラン、プルトニウムを対象

IAEA：分析手法を指定
国：全ての分析手法で対応

SIMS
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分析手法について-それぞれの特徴-

保障措置環境試料分析における極微量分析の手法

②粒子分析

・試料中の粒子毎に同位体比を得る
・拭き取り試料の同位体比分布を得る
・特徴的な同位体組成を持つ粒子も検知

(粒子分析値)

(化学分析値)

①化学分析

・拭き取りを行った布1枚を丸ごと化学処理
・核物質の種類、量、同位体比を測定
・試料に付着した全体の量、同位体比を得る
・超極微量(10-15g)のU-233,U-236も測定可能
・Puを高感度に測定可能
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分析手法について-化学分析と粒子分析-

保障措置環境試料分析における極微量分析の手法

①化学分析

・拭き取りを行った布1枚を丸ごと化学処理
・核物質の種類、量、同位体比を測定
・試料に付着した全体の量、同位体比を得る
・超極微量(10-15g)のU-233,U-236も測定可能
・Puを高感度に測定可能

化学分離を行い、ICP-MSで分析
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分析手法について-化学分析と粒子分析-

保障措置環境試料分析における極微量分析の手法

②粒子分析

・試料中の粒子毎に同位体比を得る
・拭き取り試料の同位体比分布を得る
・特徴的な同位体組成を持つ粒子も検知

SIMSで粒子を特定(APM)、個々の粒子を分析

綿製の布

LG-SIMS

238U

粒子自動計測(APM)

Automated Particle Measurement
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分析手法について-化学分析と粒子分析-

αトラック、フィッショントラックにより、粒子を特定
TIMSで個々の粒子を分析

②粒子分析
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分析技術開発-粒子回収法-

問題解決のために必要な要素

①試料台上に粒子が分散する
②ある程度粒径を制御して粒子を回収する

粒子回収器具(インパクター)の開発

粒子吸引部

試料台

ポンプ接続部

フレーム

吸引方向

インパクター

図説

直径1 mmの孔

ポンプ流速によって
吸引する粒子の粒径を
ある程度制御可能

拭き取り布から
直接粒子を回収可能

棒線部に試料台を
浮かせて設置
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分析技術開発-マニピュレーション法-

綿製の布 APM MP

238U

鉛
ウラン

10 µm

試料台(1)

マニピュレーター
(ガラス製金コーティング)

U粒子の拾い上げ 分離

試料台(2)

マイクロマニピュレーション

SIMS分析
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まとめ

保障措置分析化学研究グループは

・保障措置環境試料中の極微量核燃料物質に対する分析
技術開発を進めている。

・核燃料物質を含む微粒子に対する同位体組成分析を正確
かつ高精度に行うことが可能になる前処理技術を開発し、
IAEAの依頼試料に対する分析能力の向上に貢献した。
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